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平成１８年度 決算内容

事      業      費 7,37512,389

関連事業
年度

　委託先

建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造

1

2

総事業費 千円
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Ⅰ

対象等（何を、誰を）

福祉資金の償還者（上野支所管内）

（※対象件数

施　策 2

同和行政費

同和行政総務費

福祉資金貸付事業

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 継続 単独 事業類型

231

この制度は、歴史的社会的理由により生活安定向上が阻害さ
れている地域の住民に対し、自立促進及び生活の助長を図るた
めの貸付制度である。現状として、債務者の死亡（身寄りなし）
及び行方不明者が多い中、また地域住民の不安定な就労状況
におかれている中で、福祉資金貸付金償還者に対し臨戸訪問
及び文書送付により償還相談を行い生活実態の把握を行った。
滞納者には督促業務を続け納入相談を行った。

20年度よりデータを電子化、全市統一し、本庁で償還業務
を一本化する準備を完了した。
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７０３００

同和課

150

伊賀市へ貸付金が償還される結果
①伊賀市の県への継続的な資金償還のための負担が軽減され
る。
②償還完了者の不公平感が解消できる。
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福祉資金貸付事業
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総合評価 事業の方向性
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事業の成果を測る指標

連絡先
22

(内線)

総貸付件数における償還件数比
率

評価項目 ポイント 評価項目についてのコメント

81.37

79.42

　

事業費計(A)

人件費（Ｂ）

歴史的社会的理由により生活安定向上が阻害されている地域住民に対し、経済的自立と生活意欲の助長を図るための貸
付制度であったが、償還完了件数が全体の約8割であり、不公平感解消の意味からも償還推進を図る必要性がある。

弁護士名で催告書を送付したことで、償還相談件数が増え、生活の実態把握につながった。

償還率向上が目的であるが、生活困窮による「支払えない人」もいる。こうしたことから、分納による支払い者も増えてきてい
る。

弁護士名で催告書を送付し、それに対する償還相談があったものの償還率の向上につながっていない。
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改善についての取り組み
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福祉資金貸付事業

部落差別の解消に向け、同和行政を推し進める
目

生活基盤の確立

コード 名            称
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一般会計

民生費

01

03

01

102

79.73

H21
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D 変更
平成19年度で貸付事業は終了した。平成20年度から支所の償還事務を統合し、本庁一本化で貸付金償還の
奨励を行い、行政が果たすべき公平性の確保を図り、地域改善事業に対する住民の理解を得るため取り組み
を行う。
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実績 65 実績 35

370

300

232
目標 260
実績 245

目標値

償還相談件数

件

件
280

実績 292

福祉資金貸付金償還件数（貸付ー償還完了）
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実績値

H18 H19 H20 H21

福祉資金貸付事業基金
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